
令和６年度 地域医療基盤総合推進調査事業 

指定課題個票 

指定課題１ 全ゲノム解析等が医療実装された場合の経済効果に係る調査 

補助基準額 2,000 万円を上限とする。 

事業概要 

令和４年９月に策定した「全ゲノム解析等実行計画 2022（以下、実行計画）」においては、

国民へ質の高い医療を届けるために、戦略的なデータの蓄積を進め、それらを用いた研究・創

薬などを促進することで、将来的な「がん・難病等の克服」を目指すことが、全ゲノム解析等の

推進によって目指す医療の姿であり、また、全ゲノム解析結果等の日常診療への早期導入

や、全ゲノム解析結果等を用いた新たな個別化医療の実現についてもさらに推進する事とされ

ている。 

令和５年３月に事業実施準備室を国立高度専門医療研究センター医療研究連携推進本部

内に設置し、実行計画に係る事業実施組織、構成等の検討を開始した。事業実施準備室で

は、令和７年度に事業実施組織を発足させるため、ゲノム情報や臨床情報などを有する質の高

い情報基盤の構築や、蓄積された情報を用いた研究・創薬を推進するため、産業界やアカデミ

アからなるコンソーシアムを立ち上げること等に関する検討を着実に進めている。 

指定課題を設定

する背景・目的 

厚生労働省は、実行計画の基本戦略に基づき、患者が、地域によらず、全ゲノム解析等

の解析結果に基づく質の高い医療を受けられるようにすることを目指し、出口戦略をと

りまとめ、研究開発等を開始し、全ゲノム解析等の成果が得られた領域から実用化し、が

んや難病等の克服を目指している。 

令和５年度は基本戦略に基づき、「予防」、「診断」、「治療」の観点で出口戦略の整理を

行った。令和６年度には、実行計画に係る事業を行う事業実施組織を令和７年度に発足さ

せるための取組を更に推進するとともに、出口戦略を具体化する必要がある。 

当該事業は出口戦略に基づいた取組が具体化され、全ゲノム解析等の結果を用いたゲ

ノム医療が更に推進した際の、医療経済的（※1）な視点を踏まえた網羅的かつ俯瞰的知

見を得ることを目的とする。※１：費用対効果評価、市場規模、必要経費の概算算出等 

想定される事業

の手法・内容 

・諸外国における全ゲノム解析の有用性調査（文献調査、有識者への聞き取り等） 

・我が国における全ゲノム解析の有用性調査（文献調査、有識者への聞き取り等） 

※想定している条件（仮説）は、予防領域として「全ゲノム解析を用いたハイリスクコホ

ートの特定と予防プログラムが確立場合」、診断・治療領域として「診断時の全ゲノムが

一般化（がん：ステージ II,III,IV、難病：すべての難病」した場合」、その他、「その他

の全ゲノム検査が有用な疾患に全ゲノム解析が一般化した場合」等に対する費用対効果

評価、市場規模、必要経費の概算算出等 

求める成果物の

活用方法（施策

への反映） 

全ゲノム解析等実行計画に係る基本戦略として、いつでも、どこでも、誰もが全ゲノム

解析等の結果を用いたゲノム医療を享受することができる体制整備を進めるための検討

を行うための基礎資料として活用する。 

担当課室/担当者 研究開発政策課医療イノベーション推進室（内線 4040） 

 


